長崎県地域産品（加工食品等）テストマーケティング業務委託仕様書
１．業務名
長崎県地域産品（加工食品等）テストマーケティング業務委託
２．業務の目的
長崎県産の商品（以下「地域産品」）を幅広く展開し、下記の目的を達成するため、本
委託業務を実施する。

(1)県内製造業者等の商品開発力の向上・販売戦略の強化
受託者が確保する販売拠点を県内における地域産品の商品力向上を試みる場として
位置付け、同拠点を通じて幅広い地域産品を一定期間試験販売し、そこから得られた
顧客の反応や、同拠点の販売員、バイヤー等によるアドバイスを出品者にフィードバ
ックすることにより、県内製造業者等の商品開発力の向上及び、販売戦略の強化を図
る。

３．契約期間

契約日から平成26年３月20日（木）
４．委託業務の内容
以下の(1)～(6)及びその他本業務遂行に当たって必要な業務一式。

なお、店舗における地域産品のテストマーケティングについては、延べ60品目を目標とする。

(1)テストマーケティング拠点の確保

(2)テストマーケティング商品の選定・アドバイス
(3)テストマーケティングの企画立案

(4)選定商品の取引き条件等の調整・決定
(5)テストマーケティングの実施
(6)テストマーケティングデータ収集・結果分析及びレポート作成
５.仕様等
　 受託者は本事業の実施に係る責任者を配置すること。

(1)テストマーケティング拠点の確保
受託者が県内に開設する１店舗以上の実店舗内に１箇所以上確保すること。
(2)テストマーケティング商品の選定・アドバイス

県内製造業者等が開発中もしくは商品化した加工食品を対象にテストマーケティングを実施する。
①商品選定

長崎県食料産業クラスター協議会「以下クラスター協議会」との連携のもと、契約期間中に地域産品テストマーケティング商品選考会（以下「商品選考会」）を３回以上実施し、受託者が商品の現物を確認のうえ、テストマーケティング商品の選定を行うこと。
②アドバイス
　　　　 商品選考会において決定及び落選した商品について、今後の商品開発・ブラッシ

ュアップなどに必要なアドバイスを行うこと。

(3)テストマーケティングの企画立案

　   ①商品陳列

　　　　 実施店舗内の商品陳列については、受託者自らが、本県地域産品の特性を活かし

た陳列、装飾を行うこと。
　　 ②広告等によるテストマーケティング・商品などのＰＲ

　　　　 本県のテストマーケティング及び地域産品を広く周知するための広告等を実施
すること。
　　 ③地域産品を出品する県内製造業者等が販売拠点での実売体験を希望する場合、可能な限り協力すること。

(4)選定商品の取引き条件等の調整・決定
　 下記について受託者と県内製造業者等との個別協議により決定すること。

　 ①買い取りまたは委託販売における卸値及び販売価格

　 ②商品送料の負担

　 ③在庫の取り扱い方法

　 ④不良品の取り扱い方法
(5)テストマーケティングの実施

(3)の企画に基づき、クラスター協議会及び県内製造業者等の担当者と調整のうえ実施する。

①実施回数及び実施期間

販売拠点において、契約期間中にテストマーケティングを３回以上実施し、１回

あたり約２ヶ月間の実施期間を設けること。

②実施手法
(3)に基づき、工夫を凝らした手法により実施すること。
　  　（例：実店舗に設置した長崎県産品コーナーでのミニフェア　等）

実施状況について、記録写真等によりクラスター協議会に提出・報告を行うこ
と。
③実施期間中の事故対応
受託者による商品搬入出、商品の陳列、装飾時の事故・トラブルなどについては、

受託者において適切な対処及び解決を図ること。
(6)テストマーケティングデータ収集・結果分析及びレポート作成
 (5)の実施終了後は、下記項目に基づき商品別にデータを収集・結果分析及びレポー
トを作成し、県及び県内製造業者等に提出・報告及びアドバイスを行うこと。　 
【項目】買上客数、売上数・売上額、商品別購入者層、見た目、味･食感（食品のみ）、使い勝手、表示、価格、市場性、消費者・受託者等評価　など
６.業務完了報告

(1)本業務完了後、平成26年３月28日までに下記の書類を提出すること。

①委託業務完了届
１部

②実績報告書

２部および電子データを格納したCD-RまたはDVD-R １枚

(2)納品場所
〒850-0031　長崎県長崎市桜町４番１号
長崎県食料産業クラスター協議会

(長崎県中小企業団体中央会　工業振興課内)
（担当：神原、堀脇　電話　095-826-3201）
７．業務の適正な実施に関する事項

(1)個人情報保護

受託者が委託業務を行うにあたって個人情報を取り扱う場合には、長崎県個人情報

保護条例（平成13年７月12日長崎県条例第38号）に基づき、その取扱いに十分留

意し、漏えい、滅失及びき損の防止その他個人情報の保護に努めること。本事業の実

施に係る責任者を配置すること。

(2)守秘義務

受託者は、委託業務を行うに当たり、業務上知り得た秘密を他に漏らし、または自
己の利益のために利用することはできない。また、委託業務終了後も同様とする。

８．知的財産権の取扱い

　　受託者は、本委託業務の実施のために必要な受託者が従前より有する知的財産権、あ

るいは第三者が有する知的財産権については、当該権利の利用にあたり支障のないよう

書面により確認しなければならない。書面による確認がない場合に、以後何らかの問題

が発生した場合は、受託者の責任により対処すること。
９．業務の一括再委託の禁止

受託者は、受託者が行う業務を一括して第三者に委託し、または請け負わせることはできない。ただし、業務を効果的に行ううえで必要と思われる業務については、書面によりクラスター協議会の承諾を得て、業務の一部を委託することができる。

10．その他

　(1)本仕様書に明示なき事項、または業務上疑義が発生した場合は、クラスター協議会及び受託者の協議により業務を進めるものとする。

(2)契約締結後、速やかに業務実施に係る計画書（実施内容、スケジュール等を記載）を

作成し、クラスター協議会の承認を得ること。

